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1は じめ に
平成5年6月17日 に企業会計審議会第1部 会か ら、 『リース取 引に係 る会計基準』(以 下、 「リー
ス会計基準 」とい う。)が 公表 され たこ とに伴 い、平成6年1月18日 に 日本公認会計士協 会会計制
度委員会か ら 『リース取引の会計処理及 び開示 に関す る実務 指針』(以 下、 「リース会計実務指針 」
とい う。)が 公表 された。
リース会計基準 に関 しては、後述 の とお り所有権移転外ファイナンス ・リース取 引に関 して一定
の注記を条件にオフバ ランス処理、つま り借手 も貸手 も通常の賃貸借取 引 と同様 に、借手は リース
料 の支払い時に費用 としての支払 リ}ス 料 を計上 し、貸手は リース料の受 け取 り時に収益 としての
受取 リース料 を計上す る処理(以 下、賃貸借処理 という。)を 認 めてい る点が問題視 されている1)。
とい うの も、 この例外処理が会計実務 においては圧倒的 に採用 されてい るか らで あって、原則的な
処理 であるオ ンバ ランス化 してい る企業 は数 えるほ どしかないか らである2)。そのた め、財務報 告
の信頼性 を損な うという理 由で、 この所有権移転 外 ファイナンス ・リース取引に関す る例外処理 を
排 除すべ く、企業会計基 準委 員会お よびその リース会計専門委員会 で は議論が現在進 め られて い
る3)。例外処理の排 除が決定 され たな らば、企業 は後述の とお り、原則的処理である通常 の売買 に
1)こ の点については、さしあたり、加藤(2004)を 参照。
2)リ ース事業協会による実態調査では、連結財務諸表 を日本基準で作成 している企業(1081社)の うち、
所有権移転外 ファイナンス ・リース取引の処理方法につ いて記載のある企業(1051社)に おいて売買処理
しているのは3社(0.3%)で あ り、個別財務諸表において処理方法の記載がある企業(1266社)に おいて
売買処理は2社(0.2%)で ある(『 リース』編集部(2003)4-5頁)。 なお、ほとん どが賃貸借処理を行っ
ていることか ら生 じる問題点の一つ として、リース資産に対する減損会計の適用があるが、これに関 しては、
佐藤(2006)を 参照。
3)審 議の内容等に関 しては、企業会計基準委員会(2004)を 参照。
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準 じた取 引 として処理す ること(以 下、売買処理 とい う。)に な るが、そのための処理 の指針 とし
て リース会計実務指針が利用 されるとする と、 そこに示 された会計処理 こそが、企業に とっての拠
り所 となるとい うことに照 らせ ば、 リース会計実務指針が実務 に与 える影響 力はす こぶ る大 きい と
考 えざるを得 ない。
本稿 は、 以上の ような問題意識に立 って、 リァス会計実務指針 に示 された設例 とそれ に関す る仕
訳 の妥当性 を理論的に検討 しなおす ことを目的 とす るものであ る。
IIリ ース会計基準 の基本 的考 え方
「リース会計基準を実務に適用す る場合の具体的な指針」(リ ース会計実務指針一)で あ るとい う
リース会計実務 指針の性格 か ら考えて、リース会計基準を前提 に、それ との整合性 とい う観点か ら、
リース会計実務 指針の設例 を検 討す るためには、最初 に、 リース会計基準が、 リース取 引を どのよ
うな本質4)を 備 えた取 引 と見 ているかを確認 しなければならない。
リース会計基準 も、国際会計基準や諸外 国の会計基準 と同様 に、リース取 引をファイナンス・リー
ス取 引 とオペ レーティング ・リース取 引に分類 する。 その分類規準 も、国際会計基準や諸外国の会
計基 準 と同様 に解約不能(ノ ン ・キャ ンセ ラブル)と フル ・ペイアウ トで ある5)。しか し、 リース
会計基準の特徴 は、 さらに 「所有権移転」 とい う要件 を充たすか否かで、 ファイナンス ・リース取
引を 「所有権移転 ファイナンス ・リース取 引」と「所有権移転 外ファイナンス ・リース取引」とに分
類 す る点 にあ る。その上で、次 の表 の とお りに、その会計処理を定 めているのである。
表1リ ース取 引の分類 とその会計処理
フ ァイ ナ ンス ・リース取 引 所有権移転 売買処理
所有権移転外 原則 売買処理
例外 一定の注記を条件に賃貸借処理
オ ペ レー テ ィ ング ・リー ス取 引 賃貸借処理
リース会計基準 では、 ファイ ナンス ・リース取 引について賃貸借処理では不都合が ある理 由 とし
て、 リース取引の中に1ま、 「当該物件 を売買 した場合 と同様 の状態」(リ ース会計基準意見書一)の
ものが ある点 を指摘 して きる。 ここか ら、 リース会計基準 は、 ファイナンス ・リース取引の本質 を
ある種の売買取引 と見てい ると結論付 けることができる。 したが って、以下で は、売買取 引 と見 て
いるこ とを前提 に した場合 の会計処理 として、 リース会計実務指針 の示 した方法が合理的であるか
否か を検討 してい く。
4)リ ー ス取 引の本 質 に関す るさまざ まな見 方 につ いては、佐 藤(2003)を 参照。 また、 最近 の国際 的な議
論 に関 して は、G4+1(1996)やG4+1(2000)および茅根(2002)や 加 藤(2002)な どを参照。
5)解 約 不能 とフル ・ペ ーア ウ トの毒 味 について は、税 務会計 委員会会計 グル ープ(2002)を 参照 。
会 計 論 叢第'1号 一106一
皿 「リース会計実務指針 」における設例 の問題 点
1所 有権移転外 ファイナ ンス ・リース取引(設 例1)に ついて
リース会計実務指針で は所有権移転外 ファイナ ンス ・リース取引に関す る会計処理が設例1と し
て最初 に示 され てい る6}。設例1の 前提条件 は次の とお りである。
(1)所 有権移転条項 な し
(2)割 安購入選択権 な し
(3)解 約不能の リース期間5年
(4)借 手 の見積現金購入価額48,000千 円(貸 手の リース物件 の購入価額 はこれ と等 しいが、
借手において当該価額 は明 らかではない。)
(5)リ ー ス料 月額1,000千 円 支払は半年 ご と(各 半 期の期末 に支払 う。)リ ース料総額
60,000千 円
(6)リ ース物件(機 械装置)の 経済的耐用年数8年
(7)借 手の減価償却方法 定額法
(8)借 手の追加借入利子率 年8%た だ し、借手は貸手の計算利子率を知 り得 ない。
(9)貸 手の見積残存価額 は0で あ る。
(10)決 算 日3月31日
(1)借 手の会計処理
設例1に 関 して リース実務指針が示す借手の会計処理 は次 の とお りであ る。
×1年4月1日(リ ー ス 開始 日)
(借)機 械 装置48,000千 円(貸)リ ース債 務48,000千 円
×1年9月30日(第1回 支 払 日 ・中間決 算 日)
(借)リ ース債 務3,947千 円(貸)現 金 預金6,000千 円
支 払利 息2,053千 円
(借)減 価償 却 費4,800千 円(貸)減 価償 却 累 計額4,800千 円
(注)減 価償 却 費 は、 リー ス期 間 を耐 用年 数 と し、残 存 価 額 を0と して計 算 す る。
48,000千 円 ×(1÷5)×(1÷2)=4,800千円
×2年3月31日(第2回 支 払 日 ・決算 日)
(借)リ ース債 務4,ll6千 円(貸)現 金預 金6,000千 円
支 払利 息1,884千 円
(借)減 価償 却 費4,800千 円(貸)減 価償 却 累 計額4,800千 円
6)リ ース会計実務指針には5つ の設例が示されているが、本稿では、紙幅の都合か ら設例1と 設例3の み
を取 り上げた。なお、所有権移転 ファイナンス・リース取引を扱っている設例2に ついても、設例1に 関 して、
ここで指摘 した ことの大半が該当す る。
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(注)48,000千 円 ×1/5×1/2=4,800千円
以後 の各 期 も同様 な会 計 処 理 を行 う。
×6年3月31日(最 終 回 の支 払 と リー ス物件 の返 却)
(借)リ ー ス債務5,754千 円(貸)現 金 預金6,000千 円
支 払利 息246千 円
(借)減 価 償 却 費4,800千 円(貸)減 価 償却 累 計額4,800千 円
(借)減 価 償 却 累計 額48,000千 円(貸)機 械 装置48,000千 円
ここでは、何 らかの資産 の購入お よび当該購入代金の分割払い と捉えた形 の処理が行われてい る。
つ ま り、 リース資産 の中身 を有形固定資産 と捉 えるか、 それ とも施設利用権 としての無形 固定資産
として捉 えるかや、 リース債務 に関 して借入金 や未払金 を用 いるかなどの使用 する勘定科 目の選 択
の問題7)は あるにせ よ、先述 の リース取引の本質 との関連では問題がない。
(2)貸 手 の会計処理 とその問題 点
一方、設例1に 関 して リース実務 指針が示 す貸手の会計処理 は次の とお りである。
第1法(リ ー ス物 件 の売 上高 と売 上 原価 とに 区分 して 処理 す る方 法)
×1年4月1日(リ ー ス 開始 日)
(借)リ ー ス債 権48,000千 円(貸)買 掛金48,000千 円
×1年9月30日(第1回 回収 日 ・中間 決算 日)
(借)現 金預 金6,000千 円(貸)リ ース物 件 売 上 高6,000千 円
(借)リ ー ス物 件 売 上原 価3,947千 円(貸)リ ース債 権'3,947千 円
×2年3月31日(第2回 回収 日 ・決 算 日)
(借)現 金預 金6,000千 円(貸)リ ース物 件 売 上高6,000千 円
(借)リ ー ス物 件 売上 原 価4,ll6千 円(貸)リ ー ス債 権4,ll6千 円
(以 下 、省 略)
第2法(リ ー ス物 件 の 売買 益 等 と して処 理 す る方 法)
×1年4月1日(リ ー ス 開始 日)
(借)リ ー ス債権48,000千 円(貸)買 掛金48,000千 円
×1年9月30日(第1回 回収 日 ・中間 決算 日)
(借)現 金 預 金6,000千 円(貸)リ ー ス債 権3,947千 円
リー ス物件 売 買益2,053千 円
×2年3月31日(第2回 回収 日 ・決 算 日)
(借)現 金 預 金'6,000千 円(貸)リ ー ス債 権4,ll6千 円
リー ス物件 売 買益1,884千 円
(以 下 、省 略)
7)こ の点 につ いて は、佐 藤(2003)を 参照。
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① リース取 引 と割賦売買
貸手側では、先 に述べた りース取 引の本質 を売買取 引 として捉えたことをさらに展開 して、商品
販売 としての会計処理が行われている。 それは、第1法 では、いわゆる売上原価対立法が、また第
2法 では、いわゆ る分記法が とられてお り、商品売買 としての会計処理 が示 されてい るこ とか ら明
らかである。 しか し、 リーろ会計基 準で資産 の売買 とみな した としても、 それによって即棚卸資産
の売買 とみな して差 し支 えない とい うことになるか とい う点が ここで問題 となる。
もちろん、貸手が主た る営業活動の一環 として売 るために保有する資産 であれば、それ は棚卸資
産 とい うことにな るであろ う。 しか し、そのように考 えるためには、①通常、取引の対象資産 に とっ
ての購入市場 と販売市場 とが異なること、お よび② それぞれの市場 の価格差で売買益(売 上総利益
=マ ージン)を 得 ることができることが必要であろ う。 リース物件 に関連 して、① の条件が満 たさ
れることは明 らかである。 しか し、 リース会社 が貸手であれば、② についてはいかがであろ うか。
売買益が得 られ るな らば、 それは通常の営業活動 としての売買、つま り棚卸資産の販売 と考 える
ことにまった く問題 はないであろう。 したが って、売上高 と売上原価 の計上 は当然の ことで ある8)。
これに対 して、売買益が存在 しないならば、そのよ うな営業取 引は何 の意味があ るのかまった く不
明で ある。なぜ ならば、その資産 の購入 と販売 か らは利益が生 じないのであ るか ら、そのよ うな取
引を実行す ることの意味は売買 とは別 に求められなければならないか らであ る。つ ま り、 この場合
に売上高 と売上原価 を計上するこ とは取引の実 態の描写 としては誤 っているといわざるを得ないの
である。 もち ろん、売上高 と売上原価 を計上す ることは可能である。 しか し、 その場合 には、同額
の売上高 と売上原価 を計上す るこ と、すなわち売上総利益率ゼロ%が 財務諸表 に示 され ることにな
るが、 これは逆 に、売上高を水増 ししてい るに過 ぎない ことになる。
この水増 しに関連 して、 もうひ とつ の解釈の可能性 として は、受託買付がある。つ ま り、売買益
(売上総利益)な しの資産の売 買につ いて、借手のために第三者 か らリース物件を購入 し、借 手に
変わって当該代金 を立替払い した上で、 自分の手数料部分 を上乗せ して、貸手は借手 に総額 を請求
し、 当該金額を分割払いによって回収 している と考 えるのである。 しか し、そ うであれば、買付受
託者で ある貸手のサイ ドで売上高 と売上原価 を計上す ることには無理がある といわざるを得 ないで
あろう。なぜな らば、借手か らの リース料の受取 りは、単 なる債権の分割回収 に過 ぎず、その総額
を収益 として計上 することは、現在国際的にも問題 になっている、いわゆるグロス ド・アップを行っ
てい るこ とになるか らである9)。したがって、手数料部分のみを収益計上す るとい う点に関 しては、
第2法 の分記法に整合性が あるといえるであろ う。なお、通常の分記法では、損益計算書上の収益
金額 は売上高総額 となるが、 この第2法 は単 なる分記法ではな く、損益計算書上 も分記 された売買
益の金額が収益金額 にな る。 また、 この差額 を売買益 とす ることには、依然 として問題が残 るので
あるが、 この点 は、後で取 り上げ ることに しよう。
ここまでの検討 をま とめれば次 の とお りである。
8)た とえば、米 国で は、この よ うな リース を販売型 リー ス と呼んで、その取 扱 いを定 めて い る(FASB(1976)
par,17)。
9)グ ロス ド ・ア ップにつ いて は、 岡部(2005)を 参照。
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(i)売 買益(売 上総利益)が ある→割賦販売→売上高 と売上原価 で問題 な し
(ii)売 買益(売 上総利益)は ない→受託買付→売上高 と売上原価 では問題 あ り
②利息の取扱 い
次 に問題 となるのが、利息の取扱いである。貸手の収益は、本来、金利部分、 その他の役務提供
益部分な どに分解で きるであろう。 しか し、 もともと銀行 な どが貸付に際 して提供す る役務 すべて
に対す る受取分 をまとめて利 息 として取 り扱 ってい ることか ら、 ここで も、それ らすべてを利息 と
考 えて も差 し支 えなかろ う。そ うす ると、上述の仕訳で は、第1法 も第2法 も、利息が区分 されて
いないことが分か る。つ ま り、 リース会計実務指針 では、割引計算を行 ってはいるが、利 息を分離
して処理 す ることな く、差額全部を売買益 として割 り切 って取 り扱っているので ある。上述 の とお
り、 も ともと売買益 は存在 しないのであるか ら、利息 を区分す るとすれば、次の ような仕訳 とな る
はずであ る。
第1法(リ ー ス物 件 の売 上 高 と売 上 原価 とに区分 して処理 す る方法)
×1年4月1日(リ ー ス開 始 日)
(借)リ ー ス債権48,000千 円(貸)買 掛 金48,000千 円
×1年9月30日(第1回 回収 日 ・中 間決 算 日)
(借)現 金 預金6,000千 円(貸)リ ー ス物 件 売 上高3,947千 円
受取 利息2,053千 円
(借)リ ース物 件 売 上原 価3,947千 円(貸)リ ー ス債権3,947千 円
×2年3月31日(第2回 回 収 日 ・決算:日)
(借)現 金預 金6,000千 円(貸)リ ー ス物件 売 上 高4,ll6千 円
受 取利 息、1,884千 円
(借)リ ー ス物 件 売 上原 価4,ll6千 円(貸)リ ー ス債権4,116千 円
(以 下 、省 略)
第2法(リ ー ス物 件 の売 買益 等 として処理 す る方法)
×1年4月1日(リ ース 開始 日)
(借)リ ー ス債 権48,000千 円(貸)買 掛金48,000千 円
×1年9月30日(第1回 回収 日 ・中間 決算 日)
(借)現 金 預 金6,000千 円(貸)リ ー ス債権3,947千 円
受取 利 息2,053千 円
×2年3月31日(第2回 回収 日 ・決 算 日)
(借)現 金 預 金6,000千 円(貸)リ ー ス債権4,ll6千 円
受 取 利息1,884千 円
(以 下 、省 略)
つま り、利 息部分牽区分 したならば、 リース物件売上高 とリース物件売上原価 は同額 とな り、 も
ともと存在 していない売買益(売 上総利益)が 会計処理上現れ ることはないはずなのである。 しか
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し、 この点 については、 リース会計実務指針が リース取引を割賦販売 とみな して会計処理 してい る
わけであ るか ら、通常 の割賦販売の取 り扱い と比較す る必要があるであろう。 そう考 えると、 これ
まで割賦販売 において、利息 を区分 して処理す る方法(以 下、利息区分法 という。)が 理論 的であ
る点 は指摘 されなが らも、多 くの教科書等では、 その ような処理は行われない ことが多 く、 また、
た とえ利息区分法が説明 された としても、そこでは単純 に単利計算が行われ、月数等 に基づいて均
等割す ることが多 く、複利計算の考 え方が示 され ることはまれであった。 このような点を前提 に考
えれば、 リース会計実務指針 においても、利息を複利 計算 に基づ いて区分 す る処理が示 されなかっ
たこ とは、10年 以上前 の当時の状 況で は、無理か らぬ ことである と考 えざるを得 ない。 しか しなが
ら、現在 も、それで構 わないか と言えば、状況は異 なって お り、このままで問題な しとはできな い。
すなわち、 この点 は早急 に見直 さなければならない。
③ リース債権 の本質
さらに問題 と思われる点は、 リース債権が売上原価 に振 り替 えられている ことであ る。 もともと
リー ス会計実務指針 では設例1を 仕訳 す るに当たって、 ファイナンス ・リース取 引を実質 的には割
賦販売 として取 り扱って いたが、仕訳 を見 る限 り割賦基準の うちの回収基準 によっていることが分
か る。回収基準の前提 は、回収 された分 のみが販売 された とい うことであって、未回収部分 は未販
売 として処理 しなければな らないのであ る。 しか し、 リース会計実務指針 では、 リース債権 とい う
形 で、 ある種 の売上債権 が計上されてい るが、 これは、未回収部分 は未販売 とい う先 に指摘 した前
提 と矛盾 した処理である。つ ま り、未販売であ る以上、 ここで は棚卸資産が認識 されなければな ら
ない。 もちろん棚卸資産 であれば、それが売上原価 に振 り替 えられてい くことになん ら問題 はない。
(3)中 途解約の会計処理
次 に、中途解約 の会計処理が示 されているので、 この点の検討に移 ろう。 この場合 の前提条件 は
以下 の とお りである。
・(1)×4年3月31日 に、 リー ス契 約 が 中途 解 約 され た。 これ に伴 い、借 手 は貸 手 に対 し規 定
損 害金23,000千 円 を支 払 うこ とにな っ た。
(2)そ の他 の条件 は、1及 び2と 同一 とす る。
(ア)借 手の会計処理 の問題点
まず、借手 の会計処理 としては次の仕訳 が示 されている。
×4年3月31日
(借)リ ー ス債務4,866千 円(貸)現 金預 金6,000千 円
支 払利 息1,134千 円
(借)減 価 償 却 費4,800千 円(貸)減 価償 却 累 計額4,800千 円
(借)減 価 償 却 累計 額28,800千 円(貸)機 械 装 置48,000千 円
リー ス資産 除却 損19,200千 円
(注)減 価 償 却 累計 額48,000千 円 ×(1÷5)×3=28,800千 円
(借)リ ー ス債務21,638千 円(貸)未 払金23,000千 円
リー ス債務 解 約 損1,362千 円
な お、 リー ス資産 除却 損 と リー ス債 務 解約 損 は、 「リー ス解 約 損 等 」 の科 目で 損益 計 算書 上合
一Ill一 『リ スー取引の会計処理及び開示に関する実務指針』の再検討
算 して表示す ることがで きる。
ファイナ ンス ・リース取引を リース資産 の売買 とい う点に注 目して分析 すれ ば、購入 した機械装
置の処理 とその購入代金の支 払義務で あるリース債務の処理 は借手に'とっては別個独立の取引であ
るか ら、機械装置 の除却 と規定損害金の支払 とは別 の取引 として捉える リース会計実務指針 による
上述 の仕訳 が妥当である。 しか し、 それで も、未払金の発生 とともに減少する リース債務 との差額
は、本来 な らば後 日支払 うために現在価値 が付 され ていた負債 が現在支払わなけれぼな らな くなっ
たために増額 した貨 幣の時間価値部分であ ると考 えれ ば、 リース債務解約損で はな く支 払利息 とす
るのが適切 である。
一方、一連の取 引すべてを リース契約の解除に起 因す るもの と考えれ ば、全体 を一つの取引 と見
て、次のよ うに損失 をひ とまとめに して仕訳す ることが合理 的である。
(借)減 価 償 却 累 計 額28,800千 円(貸)機 械 装 置48,000千 円
リース債 務21,638千 円 未 払金23,000千 円
リー ス解 約 損20,562千 円
これ らの仕訳の意味 は、 リース会計実務指針の仕訳が、取 引を資産の除却 と債務 の清算 というい
わゆ る費用 の形 態別分類 に基づ いてそれぞれ処理 しているのに対 して、後者 のひとま とめに した仕
訳 は、損失 の把握 に関 して、それが発生 した原因に基づいてい るのであ り、費用 の機能別分類 に基
づ いた処理 を してい ることになるであろう。
(イ)貸 手の会計処理の問題点
次 に、貸手の会計処理 としては次 の仕訳 が示 され ている。
×4年3月31日
(借)現 金預 金6,000千 円(貸)リ ー ス物件 売 上高6,000千 円
(借)リ ー ス物 件 売 上原 価4,866千 円(貸)リ ー ス債 権4,866千 円
(借)売 掛金23,000千 円(貸)リ ー ス 中途 解約 売 上 高23,000千 円
(借)貯 蔵 品21,638千 円(貸)リ ー ス債権21,638千 円
(借)リ ー ス 中途 解 約売 上 原 価21,638千 円(貸)貯 蔵 品21,638千 円
まず、23,000千 円の規定損害金について は、 これが主 たる営業活動 に伴い生 じた金銭債権であ る
とい う意味で売掛金 とす るのは問題 ないであろ う。 しか し、それに伴 い リース会計実務 指針では売
上高 を計上 しているけれ ども、果た してこれは売上収益であろうか。 それ ともリース債権 の約定期
日前の回収 であろ うか。
割賦販売 における会計処理 を考えれば、 これ は戻 り商品のケース とい うことにな るが、割賦販売
との最大 の相違点は リース物件 を取 り戻 し、さ らに規定損害金 も受 け取 ることがで きる とい うこと
である。取 り戻 した機械装置 は耐用年数経過後 は残存価額がゼ ロとい う条件 か ら取 り戻 し時点で も
ゼ ロ として処理 されてい るlo)ようだが、 その場合 には戻 り商品の金額がゼロ とな るだけであって、
割賦販売における同様 の取 引か ら類推すれば、次のよ うな仕訳をす ることになろ う。
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(借)売 掛 金23,000千 円(貸)リ ー ス債 権21,638千 円
リー ス解約 利 益1,362千 円
つ ま り、借手 に関す る費用 の機 能別分類 による仕訳 に対応 した ものであ る。では、借手 に関す
る形 態別分類 による仕訳 に対応 したものは、貸手 において存在 しうるで あろ うか。つ ま り、 リース
会計実務指針 のよ うに規定損害金部分を売上高 として計上す ることに合理性 は認 め られ るであろ う
か。答 えは否で ある。なぜな らば、 リース契約 が解除された とい うことは、割賦販売においては分
割的な販売 が中途で終了 した とい うこ とであ り、未販売 に終 わった以上、それ以後の売上収益 の計
上 は根拠 を失 うと考 え られ るか らである。
2残 価保証のあ る場合(設 例3)に つ いて
次 に、設例3の 残価保証のあ る場合 を取 り上 げる。 この場合の前提条件 は以下の とお りで ある。
なお、残価保証 とは、所 有権移転外 ファイナンス・リース取 引において よく見 られ るケース として、
リース期間終 了後 に リース物件が借手か ら貸手に返却 された後、貸手が当該 リース物件 を処分 した
ときに、一定金額 の処分価額を借手が保証するこ とである。 したがって、次 のケースの とお り、5,000
千円の保証額 に対 して、処分価額 が2,000千 円であった場合 には、借手 は貸手 に差額 の3,000千 円を
追加で支払 うこととなる。
(1)リ ース契約 には リース期間終了時 に借手が リース物件の処分価額 を5,000千 円 まで保証 す
る条項(残 価保証)が 付されている。
(2)解 約不能 の リース期間5年
(3)借 手 の見積現金購入価額53,000千 円(貸 手の リース物件 の購 入価額 はこれ と等 しいが、
借手において当該価額 は明 らかではない。)
(4)リ ース料月額1,000千 円 支 払は半年 ご と(当 半期分 を期首 に前払 い。)リ ース料総額
60,000千 円
(5)リ ース物件の経済的耐用年数6年
(6)リ ース期間終了後 に リース物件 は2,000千 円で処分 された。
(7)借 手の減価償却方法 定額法
(8)借 手の追加借入利子率8%た だ し、貸手の計算利子率 は借手 に とって知 り得ない。
(9)決 算 日3月31日
(1)借 手の会計処理
まず、借手に関 しては、次 のような仕訳が示 されてい る。
×1年4月1日(リ ー ス 開始 日 ・第1回 支 払 日)




(借)機 械 装 置53,000千 円(貸)リ ー ス債 務53,000千 円
(借)リ ー ス債 務6,000千 円(貸)現 金 預金6,000千 円
×1年9月30日(中 間 決 算 日)
(借)支 払利 息2,080千 円(貸)未 払利 息2,080千 円 ・
(借)減 価 償 却 費4,800千 円(貸)減 価 償 却 累計 額4,800千 円
(53,000千 円 一5,000千 円)×(1÷5)×(1÷2)=4,800千円
×1年10月1日(第2回 支 払 日)
(借)リ ー ス債 務3,920千 円(貸)現 金 預金6,000千 円
未 払利 息2,080千 円
以後 の各 期 も同様 な会 計処 理 を行 う。
×6年3月31日
(借)支 払利 息212千 円(貸)未 払利 息212千 円
(借)減 価 償 却 費4,800千 円(貸)減 価 償却 累 計額4,800千 円
(リ ー ス物 件 返 還)
(借)減 価 償 却 累 計額48,000千 円(貸)機 械 装置53,000千 円
未 収 入金G,000千 円(リ ー ス物 件返 還)
残 価 保 証 支 払額 の確 定 時
(借)機 械 装 置 売却 損3,000千 円(貸)未 払金3,000千 円
リー ス債務4,788千 円 未 収 入金5,000千 円
未 払利 息212千 円
な お、 残価 保 証 支 払額 の確 定 時 に一 括 して 、次 の よ うな会 計処 理 を行 う こ ともで き る。
(借)減 価 償 却 累計 額48,000千 円(貸)機械 装置53,000千 円
リー ス債務4,788千 円 未 払金3,000千 円
機 械 装 置 売却 損3,000千 円
未 払利 息212千 円
①残価保証額 と残存価額
リース会計実務指針で は、 「リース契約 上 に残価保証の取決めがあ る場合 は、 当該残価保証額を
残存価額 とす る。」(三 ・2(5)②)と 規定 し、所 有権移転外 ファイナ ンス ・リース取 引において
借手が リース資産 を減価償却す る際の残存価額 を残価保証額 に決めてい る。残価保証額が も とも と
残存価額 に基づ いて適切 な見積処分額 として決定 されているのであれば、 なん ら問題 はない。 しか
し、リース契約 の実態 として、予算によ り借手の負担 しうる リース料 の上限が決 まって いるために、
契約上、本来 の リース料 よ りも低額の リース料 に した上で、本来 の リース料 との差額部分 をリース
期間終 了時にま とめて支払 うよ うに契約 内容 を構成す ることがあ りうる。 このよ うな場合 には、借
手 の減価償却 において本来基礎 とな るべき残存価額 よ りも大 きな残価保証額の残存価額 に基 づいて
計算が行われる ことにな る。つ まり、本来計上 され るべ き減価償却費 よ りも過小 な金額 の減価償却
費が計上 されるこ とにな るのである。 したがって、残存価額 は残価保証額 とすべきではな く、残価
保証が ある場合 にこそ残存価額の見積 りを適切 に行い、 それ に基づ いて減価償却費の計算 を行 うこ
とが必要である。
②未収入金 の意味
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次に問題 となるのが、 リース物件の返却時に未収入金が計上 されてい ることである。 しか も、 そ
の金額 は残価保証額 である。すでに述べたよ うに、残価保証 は借手が貸手に対 して保証 しているの
であ るか ら、 これは借手が支払 うことはあって も受 け取 ることのない項 目であ る。その意味で、未
収入金 とい う科 目には全 く合理性 を見出すことがで きない。本来、残価保証がある場合 に、貸手は
借手に代 わって リース物件の処分 を行っていると考え ることができよ う。 なぜならば、 リース物件
の処分 に関する リスクはまだ借手 に残っているか らである。 したがって、残価保証がある場合 に残
存価額の見積 りを適切に行 って減価償却 を実行 していったな らば、機械装置 とその減価償却累計額
との差額 は適切 な処分価額 となってい るのであるか ら、その差額 を貯蔵 品 としてお き、実際の処分
価額 との差額である貸手か らの請求額 を未払金 として計上 するのが適切 であろう。その結果、借手
では 自分が購入 し、使用 した場合 と同様 の会計処理 を行 うことができるのであ る。
③未払利 息の計上
また、残価保証 とは直接関連 しないが、上述 の仕訳の中で未払利息の計上 に関 して問題 があ る。
すなわち、 リース債務 は割引計算 によってその金額 が決定 されているが、 それに関連 して割 引現在
価値 の計算 における貨幣 の時間価値 の増加分 を リース会計実務指針の仕訳では未払利息 として計上
している。 しか し、本来貨幣の時間価値 の増加分 は リース債務の増加 として取 り扱 われ るべきもの
であ る。 つま り、割引計算において、時間の経過 とともに割 引回数が減 った ことで リース債務 自体
が増加 した と考 えるのが合理 的で あろ う。そのように考えれ ば、次の とお り仕訳すべ きであろ う。
×1年9月30日(中 間 決算 日)
(借)支 払利 息2,080千 円(貸)リ ー ス債務2,080千 円
×1年10月1日(第2回 支 払 日)
(借)リ ー ス債 務6,000千 円(貸)現 金 預 金6,000千 円
こ こで、 以上 の検討 を踏 まえて、 あ るべ き仕訳 を考 えれ ば次 の とお りで あ る。 な お、適 切 に見 積
もっ た残 存価 額 は2,500千 円で あっ た と仮 定 す る。 その た め、減価 償 却 累計 額 は50,500千 円 とな る。
(リース物件返還)
(借)減 価償却累計額50,500千 円(貸)機 械装置53,000千 円
貯蔵品2,500千 円
残価保証支払額の確定時
(借)機 械装置売却損500千 円(貸)未 払金3,000千 円
リース債務5,000千 円 貯蔵品2,500千 円
(2)貸 手の会計処理
次 に、貸手に関 しては、次 のような仕訳が示 されているn)。




(借)貯 蔵品5,000千 円(貸)リ ース物件売上高5,000千 円
リース物件売上原価4,788千 円 リース債権4,788千 円
残価保証受取額及 び物件処分額の確定 時
(借)貯 蔵品売却損3,000千 円(貸)貯 蔵品5,000千 円
売掛金一物件処分2,000千 円
(借)売 掛金一残価保証3,000千 円(貸)貯 蔵品売却損3,000千円
さて、借手 に関連 してすでに述べ た とお り、 リース物件の処分 は貸 手に とって は借手の代 わ り
に行 っている と考 え られ る。処分価額が5,000千 円に満たな ければ不足分 を借手 に請求す るだけで、
貸 手はその処分に関 してなん らリスクを負 っているわけではない。 したがって、貯蔵 品 という勘定
を示 すのは不適切 である といわざるを得 ない。なぜな らば、すでに述べた とお り、た とえ リース物
件 が戻 って きた としても、それは借手が リスクを負っている資産だか らである。 この段階では、リー
ス物件 に関連 して総額で5,000千 円が請求で きるこ とが確定 してお り、 当然、貸手 としてはで きる
だけ リース物件 の処分 によって回収す ることを優先す るのが道義上求め られ る。 それゆえ、貯蔵品
ではな く、む しろ売掛金(物 件処分)と して処理す るのが適切であ る。
それに ともない、残価保証受取額 および物件処分額 の確定時の仕訳 は、貯蔵 品売却損 を計上す る
必 要 はな く、残価保証 の不足 分3,000千 円 を処分先 に対す る売掛金 か ら借手 に対 す る売掛金 に振 り
替 えればそれで ことが足 りると考えられ る。
IV結 びに代 えて
それではここで、 リース会計実務指針 に対 して基本 的に問題であ る点を指摘 してお こう12)。
まず、 リース会計実務 指針 の前提 としてファイナンス ・リース取 引を割賦売買 と見 ていることと
の関連 では、割賦販売の売手 となる貸手において、割賦販売 については販売基準が原則で あるはず
なのに、割賦基準 のひ とつで ある回収基準を前提に仕訳を行 っていることが問題 として指摘で きる。
つ ま り、 ここでは原則的な会計処理が示 され る前 に、例外的な会計処理 が示 されてい ることにな る
のであ る。
また、すでに述 べた とお り、貸手 において売買益(売 上総利益)部 分がないのに売上高 と売上原
価 が計上 されてい る点 も問題 である。 これについては、 その他の さまざまな状況での仕訳 において
も、売上高 とい う収益 をで きるだけ大 き く見せかけようとす る会計処理が行われて いると言い換 え
るこ ともで きる。 これ に関連 しては、 ファイナンス ・リース取 引を割賦売買取 引 と考 えることが は
た して妥 当か とい う問題 が提起できよ う。 もち ろん、メーカーが リース会社 を子会社 として支配 し、
当該 リース子会社 を通 じて ファイナンス ・リース取引を第三者 に対 して行 った場合の ように、連結
財務諸表上 はまさに割賦販売 とみなす こ とがで きるような取 引も存在す るで あろう。 しか し、通常、
12)こ こで指摘 したこと以外にも、日本の リース取引に多い事務機器の中途解約 と更新が取 り扱われていな
いなど、細か く言 えば、 リース会計実務指針にはさまざまな問題がある。
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このよ うな割賦売買取 引 として捉 える ことが適切 なファイナンス ・リース取引は限定 的で、ほ とん
どの場合 には売買益(売 上総利益)が 存在 しないような取 引 となってい ると思われ る。
そのため、企業会計基準委員会 およびその リース会計専 門委員会 において、現在 、所有権移転外
ファイナンス ・リース取引の例外処理の排除について議論 されてい るが、 それに とどまらず、 リー
ス会計基準全体の見直 しも必要である と考 えられ る。
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